
１．はじめに

オープンソースに代表されるソフトウェアの開発方式は、インターネットを

中心としたオープン・ネットワーク上で、多数の企業、開発者の参加によって

進められ、また開発されたプログラムはソース・コードも含めて公開され、修
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Abstract

This study focuses on the motivation factors of open source software develop-

ers. After summarizing the current research trends and economic theories be-

hind, the authors introduces the results of questionnaire surveys conducted in

Japan, and then discusses that there is a process that the “Gift Economy” is

embedded in “Exchange Economy”. The study further analyzes “Regionality”

of motivation factors by dividing the respondents by metropolitan areas and
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正・改良が加えられ再配布される。そして、ビジネスと直接関係のないコミュ

ニティ中心の「参加型」のスタイルによって開発が行われていたオープンソー

スが、企業の生産過程に組み込まれ、企業側はオープンソースの開発コミュニ

ティのモチベーションを維持しつつ、従来の組織（企業組織）を超えた労働（労

働時間）の成果を吸収し続けようとしている。

また、オープンソースの開発成果は企業に吸収され続けながらも、その開発

スタイルはインターネットの特性を利用して、企業組織を超え、そして国境や

地域性を超えて進んでいる。これは、日本における地方の情報サービス産業に

とっても新しいビジネス市場の拡大をもたらす可能性がある。オープンソース

を導入する側から見た、地方自治体のオープンソース活用による地域産業振興

政策の課題に関しては別稿（野田［２００９b］）で分析したように、オープンソー

スは導入機関の側にも受注・開発を行う企業の側にもオープンソースの技術力

・開発力、そして企画力を前提としている。そのため、これを伴わない地方自

治体のオープンソース導入政策は、その地域の産業振興にはつながらずに、結

果的に国内の大手 ITベンダーへの需要創出と ITソリューション市場の拡大につ

ながることになる。

そこで、地方においても、導入側（主に地方自治体）と供給側（地方の情報

サービス産業）にとって技術力・開発力、そして企画力の向上が求められるの

であるが、実際にオープンソースの開発・導入を行うのは、プログラマやエン

ジニアなどの開発者＝労働者である。地方において開発者が単にオープンソー

スの成果に基づいた労働を繰り返すだけでなく、オープンソースの開発スタイ

ル＝コミュニティ中心の「参加型」のスタイルそのものに根ざした、高いモチ

ベーションを維持し続けていけるかどうかが（そしてそれが正当な報酬を伴う

ものかどうかが）、技術力の向上のカギになると考えられる。

既にオープンソース・ソフトウェアの開発モチベーションに関する導入研究

については、野田［２００９a］で国際的研究動向を基づき、島根県で実施したオー

プンソース開発者へのアンケート調査結果の分析を元に行った。特にアンケー

ト調査では、少ないサンプル数（n＝１７）ではあったが、モチベーションに関し
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ては国際的な調査（The Boston Consulting Group［２００２］や FLOSS［２００２］）お

よび全国的な調査（三菱総合研究所［２００４］）と同様に「知的刺激や楽しみのた

め」や「新たなスキルを学ぶため」、「知識とスキルを共有するため」などの、

Linus Torvaldsが“Just for Fun”と言い、また国際的研究動向が「一次的動機」

とみなすものが圧倒的に多く、「贈与」概念で説明される「名声を得るため」や、

「費用便益」的に分析される「収入を得るため」は少数であった１。一方、同時に

調査したオープンソースの開発時間においては、業務時間内だけでなく業務時

間外での開発時間も多く、前者の割合が高いほど、後者の割合も高くなってい

た。地方においても、オープンソース開発者の高いモチベーションが長時間労

働に結び付けられ、企業に収益を生み出している実態が明らかになった２。

しかしながら、オープンソースのビジネス分野での利用が拡大している現在、

この「一次的動機」と見なされるモチベーションだけで開発者の開発が継続し

ていくことは難しいと考えられる。また、これと関連して、開発者の高いモチ

ベーションによる長時間労働は「費用便益」的にも正当に評価されなければな

らない。特に「一次的動機」による地域離れの傾向がある地方のオープンソー

ス開発者にとって、開発モチベーションの維持は必須の課題である。

そこで本研究では、引き続きオープンソースの開発者モチベーションと、オー

プンソース開発者の役割に関する国際的研究動向を踏まえた上で、開発者モチ

ベーションをより広範囲で、そして「一次的動機」から「二次的動機」まで遡

及して、より精細に計測・分析するために行った全国的なアンケート調査の分

析結果を元に、特に開発者の「地域性」に着目し、地方の開発者のモチベーショ

ンと満足度に関する考察を行う。

１ 野田［２００９a］８５頁参照。
２ 同上、８６～８９頁参照。
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２．オープンソース開発モチベーションに関する国際的研究動向

２－１ 贈与経済の現代的含意

オープンソース・ソフトウェアの開発者のモチベーション研究に関しては既

に野田［２００９a］でまとめたように、Raymond［１９９９］の問題提起から Zeitlyn

［２００３］の経済人類学における ‘gift economy’＝「贈与経済」概念の応用までに

見られる、開発者がソフトウェアの設計図であるソース・コードを公開する（自

分の書いたプログラムのコードを提供する）ことを「贈与」とみなす分析から

始まった。

また、それ以前より ‘Cybercommunism’ を主張するマルクス主義者 Barbrook

は「インターネット社会」を ‘high-tech gift economy’ と描いている。Barbrook

は、Neoconservatismの論述家でもある Raymondがオープンソースという言葉

を「発明」したほぼ同時の１９９８年に ‘high-tech gift economy’ という言葉を使い、

Linuxや Apacheに代表されるソフトウェアの開発に関しても「ソース・コード

が著作権によって保護されないので、適切なプログラミング技能があるだれで

も、プログラムを変更して、修正して、改良できる。だれかがシェアウェアプ

ロジェクトへの貢献をすると、彼らの労働に対してユーザ開発者の共同体の中

で認識されるという贈り物が報酬として与えられる。」３として、オープンソース

開発者の労働に対する「贈与」概念を「見返り」である報酬と結びつけて論じ

ている。

オープンソース開発者のソースの公開＝コードの提供の側を「贈与」と見る

概念に対して、『オープンソースの成功』の著者Weberは既にWeber［２０００］

において、資源の「過剰性」、すなわちインターネットの帯域幅やディスク容量

に見られるコンピュータの処理能力の増大による収穫逓増を前提としていると

して反駁する。そして、ソフトウェアを開発するのは人間の能力でありそこに

は希少性の原理、すなわち収穫逓減が当てはまるとして対置する一方、開発者

３ Barbrook［２００６］，THE HI-TECH GIFT ECONOMY, http://subsol.c３．hu/subsol_２／contributors３／bar-
brooktext２．html（２００９／１２／２８確認）
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のモチベーションは希少な能力の自己顕示欲や「芸術性」にあるとする。この

Weberの主張も開発者の「贈与」を前提としている点では共通していると考え

られるが、オープンソースの開発が誰でも行えるものではなく、その能力は希

少であることを明確に示している。希少であるがゆえに、それが「贈与」され

た場合は「芸術性」を有するのであるが、これは Barbrookが主張する「共同体

での認識」を前提としている。「贈与」に対する「贈与」の「見返り」があるか

らこそ、「贈与」も可能になる。経済人類学者のMaussが前提とする「贈与」は、

原始社会において経済的な領域を超えた重要な原則となっているが「見返り」

の強制力を持つものであり、その原則は ‘high-tech gift economy’ で比喩される

現代資本主義社会においても妥当するものであろう。

また、Weberが主張するように、オープンソース開発者の能力は希少である

からこそ、その開発物も希少であり、ビジネスにおいて価値を生み出し、企業

に収益をもたらすのである。オープンソースのビジネス分野での活用が進むの

と併行して、オープンソース開発モチベーション研究の中心も Lerner & Tirole

や Lakhaniに代表されるモチベーションが商業的な利益と結びつくことを「暗黙

の契約」とする「費用便益」分析に移行している４。Weberも、２００９年２月に筆

者が UC Berkleyで行ったインタビューにおいて、Googleがオープンソースのプ

ログラミング言語 Pythonの開発者たちを、Sun Microsystemsが同じく JRuby

の開発者たちを次々と雇用し（オープンソース開発者たちがこれらの企業にフ

ルタイムで雇用されることを選択し）、またオープンソース開発企業として有名

なMySQLが Sun Microsystemsによって買収される事態を目の当たりにすると、

現代では Lerner & Tiroleや Lakhaniの主張する「費用便益分析」が妥当する、

と答えている５。そこで、オープンソース開発者のモチベーション研究対象も、

４ 野田［２００９a］７８～８２頁参照。
５ Weberは続けて、日本でオープンソースプログラミング言語 Rubyの開発者が地方の中小企業で働い
ていることを指して、米国では「費用便益」の段階に以降した開発者のモチベーションが、日本では
まだ、初期の（１９９０年代の）米国のオープンソース開発モチベーションが「贈与」や「芸術性」で分
析可能であった Arcadian＝牧歌的な段階であるとも言及している。これはオープンソースのビジネス
分野での利用が日本より米国でより一層進んでいることの反映であると考えられるが、この傾向が日
本の都市→地方との関係で（オープンソース開発者のモチベーションに対しても）同様に見られるか
どうかが、この論考の課題でもある。
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「見返り」としての贈与を「共同体での認識」から「芸術性」へ、そして商業的

な「利得」へと移行しているのである。

ただし、これらの「費用便益」分析は、オープンソース開発者たちがビッグ

ビジネスに雇用されたり、自らベンチャー企業を立ち上げて商業的な成功を収

めたり（あるいはその企業がビッグビジネスに買収されることによる創業者利

得を取得したり）、といった「結果」を後追いしている様相もあり、オープンソー

ス開発のモチベーション自体に深く迫ったものでもなく、また、これらの少数

の「成功者」を除く圧倒的多数の、コアコミッターからバグフィクサー、さら

にドキュメント作成や普及啓発活動に関わるボランティアまで含めたオープン

ソース開発者＝労働者のモチベーションとその満足度まで分析したものではな

い。そこで、実際にオープンソースの開発に関わる開発者のモチベーションま

で遡及した分析が必要となる。

２－２ ハイテク贈与経済における疎外とその克服

Barbrookに影響を受けたスウェーデンの経済学者 Söderbergは、Barbrook

の ‘high-tech gift economy’ の概念を経済人類学における贈与→贈与の連鎖に基

づく単なる「贈与経済」ではなく、オーストラリアの文学者 Frowがインターネッ

ト上でファイルが共有されることに比喩した ‘library economy’ に通ずるもので

あるとする。１９９７年の時点で既に現代のインターネットの主要な潮流であるWeb

２．０の概念やクラウド・コンピューティングのサービスに通じる Frowの提起す

る概念は非常に先見性のあるものであるが、Söderbergは ‘library economy’ の

場が現代の資本主義社会では市場経済と計画経済が相互に交錯する場となって

おり、そこで自発的な開発者＝ハッカーがソフトウェアの開発のみならず労働

の Alternativeの可能性において主要な役割を果たしているとして ‘Hacking Capi-

talism’ の概念を提起する。

Söderberg［２００８］では、 ‘high-tech gift economy’ は市場経済や計画経済

のそれぞれ対極にあるものではなく、両者の融合でありまた対角線に切られた

ものであると抽象的に描いているが、その融合の例として、オープンソースは
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コミュニティによって自発的に開発されているが、誰もが自発的に開発したく

ない部分を企業に雇用された開発者が埋め合わせて開発していると例示してい

る６。これは、オープンソースの開発が自発的な「贈与」でありながら（あるい

はそのために）ソフトウェアに必要なすべてが開発されるわけではないことを

示している同時に、企業の収益がコミュニティによる自発的な開発によって支

えられていることも示している。そこで、「ハッカーの行なうことは私有財産制

の哲学的基盤への挑戦である」７として、ハッカーの行うこと＝「贈与」を資本主

義社会における alienation＝「疎外」への闘争であると位置づける。

しかしながら、Söderbergが主張するように、オープンソース開発者が自発的

に「贈与」を行い続ける、すなわち自らが開発したコードを提供し続けること

が「疎外」の「克服」になるとは、決して考えられない。「贈与」に対する「共

同体での認識」、「芸術性」、そして商業的な「利得」、そして労働の対価という

物質的な基礎があって初めてハッカーの自発的な開発における「疎外」も克服

される。さらに重要な点は、Söderbergも認めるようにオープンソースの開発は

ハッカーが「自発的には開発したくない」部分を、企業に雇用されている開発

者＝労働者が埋め合わせて開発していることである。そして、上述のようなビッ

グビジネスに自ら進んで雇用されている、ハッカーと呼んでも十分に差し支え

のない開発者もいるが、企業内でのオープンソースに関わっている開発者から

見れば圧倒的小数である。そこで、これらのハッカーたちが「自発的には開発

したくない」部分を、企業内で開発しているオープンソースの開発者のモチベー

ションとその満足度を計測することが「疎外」要因の分析にもなり、またその

「克服」のための理論的基礎をも与えるものになる。

また、前述したような米国を中心としたビッグビジネスによるオープンソー

スの開発成果の吸収にと同様に、日本でもオープンソースの導入が、日本の情

報サービス産業に特徴的な委託・受託の連鎖を残したまま、大手 ITベンダーへ

の需要創出と ITソリューション市場の拡大につながりつつある。一方、オープ

６ Söderberg［２００８］，pp．１５１
７ Söderberg［２００８］，pp．１５４
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ンソースの開発が「疎外」とその克服の可能性を与えるものであれば、地方の

情報サービス産業にとっても、特にそこで企業内において働く開発者にとって

もその可能性は存在する。オープンソースの開発スタイルは委託・受託の連鎖

の構造を打ち破る可能性があり、またそれ故に開発者にとっても高いモチベー

ションを生じさせるものである。このように企業と開発者、大企業と中小企業、

そして都市（首都圏）と地方などの要因が重層的に重なり合う中での、オープ

ンソース開発者のモチベーションと、実際の労働に基づいた満足度の分析が求

められる。

３．オープンソース開発者のモチベーションと労働時間の計測

３－１ オープンソースの開発のモチベーション

２００８年度に島根で実施した調査に引き続き８、オープンソース開発者のモチベー

ションと労働時間に関する全国的な実証分析を行うために、２００９年２月から５

月にかけて東京（２月）、大分（３月）、島根（５月）で開催された全国のオー

プンソース開発者が技術情報を発表・意見交換する場であるオープンソース・

カンファレンスにおいて、オープンソース開発者に対してのアンケート調査を

行った。アンケートは参加者全体に対してそれぞれのオープンソースへの関わ

り方、および動機を聞いたものであるが、特に開発者に対しては、オープンソー

ス開発に関わる時間、プロジェクトの数、活動の「場」、そして開発動機につい

て聞いた。

全体の回答数は１６９であったが、このうち実際に業務内外でオープンソース開

発（言語、OS、DB等）、またはオープンソースを活用したシステム開発に関わっ

ている「開発者」は８０であった。この８０人をオープンソース自体の開発および

オープンソースを活用した開発をしていると想定し、そのモチベーション（動

機）に関して問うたところ、前回（２００８年調査）と同様に「知的刺激や楽しみ

８ 野田［２００９a] ８６～８９頁参照。
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のため」や「新たなスキルを学ぶため」、「知識とスキルを共有するため」を動

機とする回答が圧倒的に多かった（図－１参照）。

また、併せてそれぞれの動機に対する開発者の「満足度」を聞いた（図－２参

照）。

図－１ 開発者のオープンソース開発に参加する動機（n＝８０、複数回答）

図－２ 開発者のオープンソース開発動機の満足度（n＝８０、複数回答）
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両図を比較すると、参加する動機の回答が多い「知的刺激や楽しみのため」

（４５）や「新たなスキルを学ぶため」（４４）に対する開発動機の満足度は、「知的

刺激や楽しみのため」（６１．６％）や「新たなスキルを学ぶため」（５９．５％）と、他

よりは相対的に高い数値を示しているものの、平均の満足度（４６．６％）よりも

動機に比べて大きく高い数値を示しているわけではない。

一方、参加する動機での回答が少ない「雇用と収入を得る」（１９）や「能力を

認めてもらうため」（１３）すなわち「費用便益」につながる満足度において、「雇

用と収入を得る」（４３．６％）や「能力を認めてもらうため」（３６．１％）と、動機の

数値に比べては比較的高くなっていることが分かる。

先行研究（The Boston Consulting Group［２００２］や FLOSS［２００２］、三菱総合

研究所［２００４］）が、オープンソース開発者の「一次的動機」だけを聞いた調査

であるために、「知的刺激や楽しみのため」や「新たなスキルを学ぶため」への

動機が高くなるのは予測されることであるが、その動機の満足度に関しては「一

次的動機」ほどに高い数値を示していないのであり、「費用便益」的に分析され

うる雇用や収入のための動機を持つ開発者の満足度は、平均的な満足度に遜色

ないと考えられる。ただし、これは「一次的動機」の回答に対しての分析であ

り、「費用便益」が動機に表面に表れない開発者の、動機のより内部に迫った因

子分析と、動機の構造自体に差異があると考えられる開発者の「地域性」でカ

テゴライズした分析によって可能になると考えられる。

３－２ オープンソース開発者の開発時間分布

次に、これらの開発者のオープンソースに関わる時間配分の分布であるが、

一日の活動時間を「業務時間内でオープンソース以外の開発に従事する時間」、

「業務時間内でオープンソース開発に関わる時間」、「業務時間外でオープンソー

ス開発に関わる時間」に分けて時間配分を問うたところ、業務時間内でのオー

プンソース開発に関わる時間配分割合が３３．２％であり（図－３参照）、また業務

時間外も含めた一日内でのープンソース開発に関わる時間配分割合は業務時間

内外含めて４８．１％となった（図－４参照）。
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そして、これらの開発時間（業務内のオープンソース開発時間＝「業務内時

間」と業務外でのオープンソース開発時間＝「業務外時間」）及びそれぞれの割

合（業務内でのオープンソース開発時間の割合＝「業務内割合」、１日の中での

業務以外のオープンソース開発時間の割合＝「１日時間割合」）の相関を調べた

ところ、「業務内でのオープンソース開発時間の割合」と「１日の中での業務以

外のオープンソース開発時間の割合」の間に弱い正の相関が見られた（相関係

数は０．２１９２８、P値＝０．０５）（表－１参照）。このことから、業務時間内でのオープ

ンソース開発時間割合が高い開発者ほど、業務時間外での開発時間の１日に占

める割合も比較的高い傾向があることが分かる。

さらに、先に見たオープンソース開発者の動機と労働時間の関係を分析する

ために、それぞれの動機が満足されている場合の「業務内でのオープンソース

開発時間の割合」と「１日の中での業務以外のオープンソース開発時間の割合」

の平均値およびそれらの相関を調べた（表－２参照）。

図－３ 業務時間内でのオープンソース開発に関わる時間配分（n＝８０）

図－４ 一日内でのオープンソース開発に関わる時間配分（n＝８０）
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この結果、オープンソース開発に知的刺激やスキルを動機として求めている

開発者よりも、「雇用と収入」や「能力の認知」を動機とし、またその満足度の

高い開発者のほうが「業務内でのオープンソース開発時間の割合」と「１日の

中での業務以外のオープンソース開発時間の割合」とも比較的高い時間割合を

示していることがわかる。

オープンソースの開発者の一次的動機が「贈与」や「知的刺激」などで説明

されるとしても、それが企業側によってそのモチベーションが満たされた場合、

表－１ オープンソース開発者の開発時間及び開発時間割合の相関
（ピアソンの相関係数の検定）

相関係数行列 業務内時間 業務内時間割合 業務外時間 １日時間割合
業 務 内 時 間 １ －０．７０９８６５３６ －０．１５６２３７３２ －０．３７５５４７３１
業務内時間割合 －０．７０９８６５３６ １ ０．１６４８７０５７６ ０．２１９２８１６９５
業 務 外 時 間 －０．１５６２３７３２ ０．１６４８７０５７６ １ ０．７７６９０３２８
１日時間割合 －０．３７５５４７３１ ０．２１９２８１６９５ ０．７７６９０３２８ １

相関分析表 データ数 相関係数 P値（両側確率）
業務内時間，業務内時間割合 ８０ －０．７０９８６５３６５ １．６７８９２E－１３
業務内時間 ， 業 務 外 時 間 ８０ －０．１５６２３７３２５ ０．１６６３７３４７３
業務内時間，１日時間割合 ８０ －０．３７５５４７３１３ ０．０００５９７６１９
業務内時間割合，業務外時間 ８０ ０．１６４８７０５７６ ０．１４３８８９１８
業務内時間割合，１日時間 ８０ ０．２１９２８１６９５ ０．０５０６６５３７６
業務外時間，１日時間割合 ８０ ０．７７６９０３２８ ２．４４７７E－１７

表－２ オープンソース開発者の開発時間及び開発時間割合の相関
（ピアソンの相関係数の検定）

業務時間内 OSS割合 １日 OSS開発時間割合
オープンソースの信念 ５０．５％ ２５．０％
知 的 刺 激 や 楽 し み ４６．４％ ２０．８％
新たなスキルを学ぶ ４８．９％ ２０．２％
知識とスキルを共有 ４４．３％ ２５．３％
OSS で 問 題 を 解 決 ３７．７％ ２１．８％
ア イ デ ィ ア を 実 現 ５６．６％ ２３．３％
実 務 上 役 に 立 つ ４７．９％ ２３．１％
雇 用 と 収 入 を 得 る ６０．５％ ２５．９％
能力を認めてもらう ５９．０％ ３０．４％
名 声 を 得 る た め ３９．７％ ２４．４％
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開発者は業務時間外の時間をさらにオープンソースの開発に費やすことになる。

この開発時間の成果＝「売上」のうち、「業務外でのオープンソース開発時間」

はオープンソース開発者を雇用した企業に直接的に計上されるものではないが、

オープンソースを導入して開発を行う企業側に「社会的」に開発成果を生み出

すことになる。

４．首都圏とそれ以外の地域との比較分析

４－１ オープンソース開発者の開発時間分布

本研究では、回答者のうち、勤務地が東京、千葉、埼玉、神奈川であるもの

を「首都圏」とし、それ以外の勤務地の回答者（本研究では、便宜的に「地方」

とする。）として比較分析を行った。首都圏（n＝４８）の内訳は、東京３６、神奈

川６、千葉４、埼玉２となっている。

本研究で用いる「地域」や「地域性」について、この言葉は、岡田（２００２）

が指摘するように、地域とは「町内や集落レベルから地球規模にいたるまでの

いくつかの階層を積み重ねた重層的な構造を持つ概念」である。この意味にお

いては、「地域性」は「首都圏」や「地方」を含んだ概念であり、地方だけでな

く、首都圏においても「地域性」は存在する。本研究は、オープンソースの開

発者の視点に立ち、開発者の勤務地という物理的、地理的空間、自然環境、な

らびに、これらに付随する便益・不便益が、開発者のモチベーションや満足度

に影響を与えているという仮説を立てている。同時に、本研究では、この開発

者のモチベーションや満足度に影響を与えている物理的、地理的、自然環境的

な要因が「地域性」であると定義付けする。首都圏と地方の比較については、

首都圏と地方において、開発者の満足度に影響を与える要因が異なるのではな

いか、というリサーチクエスチョンを背景において分析を行う。

図－５に、首都圏における業務時間内でのオープンソース開発に関わる時間配

分を、図－６に、一日内でのオープンソース開発に関わる時間配分を示す。
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続いて、図－７に地方における業務時間内でのオープンソース開発に関わる時

間配分を、図－８に、一日内でのオープンソース開発に関わる時間配分を示す。

図－５ 首都圏：業務時間内でのオープンソース開発に関わる時間配分（n＝４８）

図－６ 首都圏：一日内でのオープンソース開発に関わる時間配分（n＝４８）

図－７ 地方：業務時間内でのオープンソース開発に関わる時間配分（n＝３２）
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業務時間内でのオープンソース開発に関わる時間配分では、首都圏（３２．５％）、

地方（４３．０％）と地方の割合の方が高くなっている。また、一日内でのオープ

ンソースに関わる時間配分のうち、業務外のオープンソース開発割合について

も、首都圏（１１．６％）よりも地方（１５．０％）の方が高くなっている。

４－２ 開発動機に対する満足度（主成分分析）

オープンソースの開発動機に対する満足度について、どのような要因（因子）

が影響を与えているのか、SPSSを用いた主成分分析（バリマックス回転）を行

図－９ 全体：開発動機に対する満足度（n＝８０）

質問項目
因子１
OSS本質

因子２
収入・実利

因子３
OSS実用

１ オープンソースの信念 ０．４８１ ０．３６６ ０．４５６
２ 知的刺激や楽しみ ０．８４５ ０．０１７ ０．０７６
３ 新たなスキルを学ぶ ０．７８３ －０．４２３ ０．１７６
４ 知識やスキルを共有 ０．８５２ ０．１０２ ０．２３６
５ OSS で 問 題 解 決 －０．０５３ ０．４４７ ０．８０１
６ アイディアを実現 ０．３２２ －０．２５９ ０．８１５
７ 実 務 上 役 に 立 つ ０．５２５ ０．０４６ ０．５５６
８ 雇用と収入を得る ０．４３６ ０．６５７ －０．１１９
９ 能力を認めてもらう －０．００２ ０．８７９ ０．０８１
１０ 名 声 を 得 る た め －０．２００ ０．７６５ ０．１５０

寄 与 率（％） ２８．９５８ ２３．８３７ １９．５８７
累積寄与率（％） ２８．９５８ ５２．７９６ ７２．３８３

図－８ 地方：一日内でのオープンソース開発に関わる時間配分（n＝３２）
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い、首都圏と地方の比較分析を試みた。まず、開発者全体の分析を行ったとこ

ろ、「OSS本質」、「収入・実利」、「OSS実用」、以上の３つの因子が導出された。

それぞれの寄与率は、２８．９５８％、２３．８３７％、１９．５８７％である。（図－９参照）

次に、図－１０に首都圏における開発動機に対する満足度、図－１１に地方の主成

図－１０ 首都圏：開発動機に対する満足度（n＝４８）

質問項目
因子１
OSS本質

因子２
実用・実利

因子３
収入

１ オープンソースの信念 ０．５９５ ０．４５８ ０．２７７
２ 知的刺激や楽しみ ０．８９７ ０．１５０ ０．１９３
３ 新たなスキルを学ぶ ０．９１１ －０．２３２ －０．０２５
４ 知識やスキルを共有 ０．８９７ ０．１５０ ０．１９３
５ OSS で 問 題 解 決 ０．１５９ ０．８９２ －０．２０３
６ アイディアを実現 ０．５０９ ０．５４４ ０．３０５
７ 実 務 上 役 に 立 つ ０．６８６ ０．１６４ ０．５７９
８ 雇用と収入を得る ０．２５５ －０．１７０ ０．７９３
９ 能力を認めてもらう ０．０６９ ０．８５４ －０．０７９
１０ 名 声 を 得 る た め －０．４２３ ０．７０８ ０．４６０

寄 与 率（％） ３７．９６９ ２６．８６５ １４．６７９
累積寄与率（％） ３７．９６９ ６４．８３４ ７９．５１４

図－１１ 地方：開発動機に対する満足度（n＝３２）

質問項目
因子１
収入・実利

因子２
OSS実用

因子３
OSS本質

１ オープンソースの信念 ０．３３４ ０．５６５ ０．３０２
２ 知的刺激や楽しみ ０．１１６ －０．０２１ ０．８２２
３ 新たなスキルを学ぶ －０．４２７ ０．０８４ ０．８２６
４ 知識やスキルを共有 ０．１８９ ０．４０１ ０．７２０
５ OSS で 問 題 解 決 ０．３１４ ０．８９８ －０．１４７
６ アイディアを実現 －０．５０４ ０．６６２ ０．３６５
７ 実 務 上 役 に 立 つ －０．０４７ ０．７５０ ０．１２７
８ 雇用と収入を得る ０．８０６ ０．２６７ ０．０９３
９ 能力を認めてもらう ０．９２９ －０．００９ －０．０６３
１０ 名 声 を 得 る た め ０．８５２ ０．０５１ ０．０２２

寄 与 率 （ ％ ） ２９．３７８ ２３．６８５ ２１．５２７
累積寄与率（％） ２９．３７８ ５３．０６３ ７４．５９１
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分分析の結果を示す。

首都圏においては、満足度に影響を与えている因子として、「OSS本質」因子、

「実用・実利」因子、「収入」因子が得られ、全体の「OSS実用」因子の項目が、

より因子負荷量の大きい因子に分類された以外は、全体と同傾向の結果が得ら

れた。一方、地方においては、「収入・実利」因子が第一に導出され、実用面や

OSS本質面での項目は、因子寄与率が相対的に低い因子に分類された。

５．おわりに

オープンソースは企業（組織）の枠を超え、正規の労働時間の枠を超えて、

昼夜を徹して行われている優秀なプログラマによって「開発」が行われている。

開発者の一次的動機が「贈与」や「知的刺激」などで説明されるとしても、企

業側によってそのモチベーションが満たされた場合、開発者は業務時間外の時

間をさらにオープンソースの開発に費やすことになる。

欧米に追随してオープンソースの開発が進行している日本の開発者のモチベー

ションも、全体的には「贈与」や「知的刺激」であると考えられ、これが満た

されることによって、より長時間の開発が行われると考えられる。また、開発

者の「雇用と収入」を求める「費用便益」的なモチベーションも見てとること

ができる。

そして、開発時間の成果＝「売上」のうち、「業務外でのオープンソース開発

時間」はオープンソース開発者を雇用した企業に直接的に計上されるものでは

ないが、オープンソースを導入して開発を行う企業側に「社会的」に開発成果

を生み出すことになる。まさに Gift Economy＝贈与経済が Exchange Economy

＝交換（市場）経済に埋め込まれていく過程だと考えられる。

開発者の開発動機に対する満足度として、首都圏では、「知的刺激や楽しみ」、

「知識やスキルを共有」等、オープンソースの「本質面」において満足度が得ら

れていることに対して、地方では、「雇用や収入」、「能力を認めてもらう」、「名
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声を得るため」といったオープンソースから得られる収入等、実利面において

満足度が得られている―以上を暗示させる主成分分析結果は大変興味深い。都

市と地方の相対的な労働時間や賃金体系の差異は考慮しなければいけないとし

ても、分析結果が暗示する「地方のオープンソース開発者が、雇用や収入等、

オープンソース開発による実利面で相対的に高い満足度を得ている」という事

実は、地方における情報産業振興という政策的見地からも大きな意味を持って

いると考えられる。

次に、地方においては、業務時間内でオープンソース開発を行っている時間

配分、一日内でのオープンソース開発に関わる時間配分も首都圏よりも高くなっ

ている。これは、地方における時間的な余裕や、緩やかな労働環境が背景にあ

るとも考えられる。また、地方、首都圏双方ともに、オープンソース開発が結

果的に市場経済に埋め込まれているとしても、開発者の貢献が地方の方がより

正当に評価され、結果的に雇用や収入の面でもより高い満足度を得ているとい

う見方もできうる。

本研究は、オープンソース・カンファレンスという特定の会議参加者に対し

て行ったアンケート調査結果を元にしており、結果の解釈には一部注意が必要

である。他の会議の参加者等、調査対象グループが異なる場合には、また違っ

た結果が得られる可能性があり、今後さらに精緻な調査と分析を積み上げてい

かなければならないだろう。しかしながら、本研究で提示した「贈与経済が市

場経済に組み込まれている過程」や「開発動機に対する満足度」、「首都圏と地

方との差異」といった分析の視点・視角は、オープンソース開発という研究分

野において重要な示唆を多く含んでいるものと考えられる。特に「開発者の満

足度」という点においては、地方において「いかに開発者の満足度を高められ

るか」という視点も重要であるということを示唆している。地方において首都

圏の開発者よりも相対的に高い満足度を得ている項目があるならば、この項目

を地方の優位点としてさらに伸ばし、また、満足度が低い項目があるならば、

高めるための施策も求められてくるのではないだろうか。「地域性」を考慮する

と、情報産業振興政策においてもまた違った方向性がみえてくるはずである。

丹 生 晃 隆・野 田 哲 夫３４



この「地域性」を活かした施策こそ、開発者の満足度、モチベーションアップ

につながり、ひいては将来の人材誘致に繋げることができるであろう。本研究

で提示した「地域性」はこれらの重要な視点を含意している。
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